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議案第７７号 

 

令和５年度千早赤阪村一般会計補正予算（第１０号） 

 

令和５年度千早赤阪村の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５４，０７３千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，０８２，１４４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

令和５年１２月２２日提出 

 

 千早赤阪村長 南本 斎   

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　１　歳　入 (単位 : 千円)

15 国庫支出金 412,797 33,524 446,321

2 国庫補助金 159,725 33,524 193,249

19 繰入金 296,662 20,549 317,211

1 基金繰入金 296,662 20,549 317,211

4,028,071 54,073 4,082,144

計

 第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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款 項 補正前の額 補 正 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　２　歳　出 (単位 : 千円)

1 議会費 70,364 194 70,558

1 議会費 70,364 194 70,558

2 総務費 929,784 3,213 932,997

1 総務管理費 847,500 1,842 849,342

2 徴税費 64,887 1,371 66,258

3 民生費 907,351 42,250 949,601

1 社会福祉費 722,751 42,250 765,001

4 衛生費 437,163 106 437,269

1 保健衛生費 327,391 106 327,497

5 農林水産業費 124,059 220 124,279

1 農業費 96,481 220 96,701

6 商工費 74,145 386 74,531

1 商工費 74,145 386 74,531

7 土木費 357,803 763 358,566

1 土木管理費 116,267 605 116,872

3 都市計画費 145,383 158 145,541

9 教育費 370,462 1,357 371,819

1 教育総務費 207,405 1,357 208,762

11 公債費 358,629 5,584 364,213

1 公債費 358,629 5,584 364,213

4,028,071 54,073 4,082,144

補 正 額 計
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款 項 補正前の額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



第　２　表　　債 務 負 担 行 為 補 正

追加

３，８００千円合　　　　　　　　計

限　　度　　額

３，８００千円

期　　　　間

令和６年度

事　　　　　項

第 ３ 期 千 早 赤 阪 村 子 ど も ・ 子 育 て
支 援 事 業 計 画 策 定 支 援 業 務
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 １　総　括
（単位 : 千円）

15 国庫支出金 412,797 33,524 446,321

19 繰入金 296,662 20,549 317,211

4,028,071 54,073 4,082,144
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  款 計補正前の額 補　正　額

　　（歳　入）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　入　　合　　計







2  歳　入
(款)15 国庫支出金 (項) 2 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 86,643 33,524 120,167

159,725 33,524 193,249

(款)19 繰入金 (項) 1 基金繰入金

 1 財政調整基金繰入金 126,523 20,549 147,072

296,662 20,549 317,211

一般会計

計

計

計補正前の額 補　正　額目
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目 補正前の額 補　正　額 計



（単位：千円）

 1 総務費補助金 33,524 物価高騰対応重点支援地方交付金

（単位：千円）

 1 財政調整基金繰入 20,549 財政調整基金繰入金

金

説　　   明
区　　分 金　額

節
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区　　分
説　　   明

節

金   額















 



給与費明細書



報　酬 給　料
期末
手当

地域
手当

その他
の手当

計

長　等 3 23,520 10,752 1,412 377 36,061 6,959 43,020

議　員 7 26,040 10,981 37,021 7,949 44,970

その他
特別職

28 2,751 2,751 2,751

計 38 28,791 23,520 21,733 1,412 377 75,833 14,908 90,741

長　等 3 23,520 10,514 1,412 377 35,823 6,959 42,782

議　員 7 26,040 10,981 37,021 7,949 44,970

その他
特別職

28 2,751 2,751 2,751

計 38 28,791 23,520 21,495 1,412 377 75,595 14,908 90,503

長　等 238 238 238

議　員

その他
特別職

計 238 238 238

(注)

職員数
(人）

補
正
後

補
正
前

      給　 与　 費　 明 　細　 書

１．特別職

区　分

給　 　　　与　　　 　費

共済費 合　計

（単位：千円）

　 農業委員会１４人、教育委員会４人である。

１ 長等の欄は、村長、副村長、教育長である。

２ 議員の欄は、村議会議員である。

３ その他特別職の欄は、監査委員２人、選挙管理委員会５人、固定資産評価審査委員会３人、

比
　
較
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補正後 - - 13,740 - -

-

 ※ 職員数欄（　）内は、暫定再任用短時間職員、任期付短時間職員及びパートタイム会計年度任用職員数を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

 ※ 職員数欄（　）内は、暫定再任用短時間職員及び任期付短時間職員を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

比　較 - - - - -

時間外
勤務手当

管理職特別
勤務手当

期末手当
単身赴任
手当

退職手当

165 2,980

職員手当
の内訳

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

比　較 - - 248 - -
補正前 - - 13,492 - -

補正後 - - - - -

区　　分

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手当

比　較 0(1) 2,567 - 248 2,815
 ※ 職員数欄（　）内は、パートタイム会計年度任用職員数を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

-
補正前 - - - - - -

補正後 0(51) 76,811 - 13,740 90,551 12,235 102,786
補正前 0(50) 74,244 - 13,492 87,736 12,070 99,806

（単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬

比　較 112 0 253 - 0

給料 職員手当 計

職員手当
の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当

補正前 24,446 1,696 137,390 - 2,238
補正後 24,558 1,696 137,643 - 2,238

補正前 10,453 19,103 14,592 5,380 7,918 12
補正後

0

区　　分
時間外
勤務手当

管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

比　較 0 44 0 0 0

10,453

補正前 87(7) - 320,461 223,228 543,689 110,351 654,040
0 1,381

通勤手当
特殊勤務
手当

比　較 0(0) - 972 409 1,381

1219,147 14,592 5,380 7,918

職員手当 計

補正後 87(7) - 321,433 223,637 545,070

（単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬 給料

110,351 655,421

比　較 112 0 501 - 0
補正前 24,446 1,696 150,882 - 2,238
補正後 24,558 1,696 151,383 - 2,238

区　　分
時間外
勤務手当

管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

7,918 12
比　較 0 44 0 0 0 0

通勤手当
特殊勤務
手当

補正後 10,453 19,147 14,592 5,380 7,918 12

職員手当
の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当

補正前 10,453 19,103 14,592 5,380

補正後 87(58) 76,811 321,433 237,377 635,621

165 4,361比　較 0(1) 2,567 972 657 4,196

122,586 758,207
補正前 87(57) 74,244 320,461 236,720 631,425 122,421 753,846

２．一般職
（１）総括 （単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬 給料 職員手当 計
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（単位：千円）

給　料

増減事由別内訳 説　　　　明 備　考

その他の
増減分

職員手当 248 

制度改正
に伴う
増減分

248 人事院勧告による増 248

その他の
増減分

584

報　酬 2,567 

ウ　会計年度任用職員

1,983

区　分 増減額

イ　会計年度任用職員以外の職員

給与改定
に伴う
増減分

昇給に伴う
増加分

区　分 増減額 増減事由別内訳

その他の
増減分

23

972

職員手当 409 

制度改正
に伴う
増減分

386

給　料 972 

その他の
増減分

備　考
（単位：千円）

972 

給与改定
に伴う
増減分

972

人事院勧告による増 634

人事院勧告による増 972

報　酬 2,567 

報酬改定
に伴う
増減分

1,983 人事院勧告による増 1,983

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

ア　全職員
区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明

人事院勧告による増

その他の
増減分

584

説　　　　明

人事院勧告による増 972

（単位：千円）

その他の増 23

職員手当 657 
その他の
増減分

採用による増 584

その他の増 23

採用による増 584

386

人事院勧告による増 1,983

昇給に伴う
増加分

その他の
増減分

23

制度改正
に伴う
増減分

634

報酬改定
に伴う
増減分

備　考
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1

3

1

補正後

区　　分

補正前

0.0

14.3

57.1

7

―

1

0

1

4

計

―

1

0

1

4

1

0

計100

5.8

16.1

8.0

10.3

5.8

16.1

8.0

2

7

6

5

任期付職員行　政　職

7

6

構成比
（％）

7

6

5

4

5

14

7

9

18

18

級 級
職員数
（人）

10.3

20.7

20.7

4

―

職員数
（人）

　ウ　級別職員数

0.0

100

―

14.3

57.1

14.3

0.0

14.3

0.0

14.3

1

5

4

3

2

1

計

16

87

5

14

7

9

高校卒 166,600 166,600

大学卒 196,200 196,200

　イ　初任給

区　分 行政職（円）
国の制度（円）

行政職（円）

262,667

平均年齢（歳） 41歳11月 65歳0月

※ 任期付職員とは、一般職の職員の給与に関する条例第3条の3給料表の適用を受ける職員【以下同じ】

※ 平均給与月額は、給料、職員手当（扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当）の平均値

41歳11月 65歳0月

補正前

平均給料月額（円）

87

287,787

7

238,226

平均給与月額（円） 340,846

補正後

平均給料月額（円）

87

288,649

7

239,083

平均給与月額（円） 341,749 263,536

平均年齢（歳）

　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　分 職員数 行　政　職 職員数 任期付職員

（３）給料及び職員手当の状況

構成比
（％）

2

100

14.3

計

18

16

87

3 18 20.7

0

7

20.7

18.4

100

7

6

5

4

3

2

118.4
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（級別の標準的な職務内容）

区　分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

行　政　職

主事、技
師、主事補
又は技師補
の職務

相当の経験
を必要とす
る主事又は
技師の職務

主査の職務 係長の職務 課長代理の
職務

課長の職務 部長の職務

任期付職員

主事又は技
師の職務

相当の経験
を必要とす
る主事又は
技師の職務

主査の職務 係長又は相
当の経験を
必要とする
主査の職務

課長代理の
職務

課長の職務

―

※4級は係長級を含む

 (単位：人）

補正前

80.5%比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

代表的な職種

行　政　職
区　　　　　　分

87

70

0

2

3

65

80.5%

87

70

0

3

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

職 　員　 数  　 (Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

　1号級

　2号級

　3号級号級数別
内訳

　5号級 0

　6号級 0

　4号級 65

2

補正後 号級数別
内訳

　5号級

　6号級

　エ　昇給

職 　員　 数  　 (Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

　1号級

0

0

　3号級

　2号級

　4号級
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（単位：月分）

支給期別支給率

6月 12月

(1.15) (1.2) (2.35)

2.2 2.3 4.5

(1.15) (1.15) (2.3)

2.2 2.2 4.4

(1.15) (1.2) (2.35)

2.2 2.3 4.5

※（　）は暫定再任用職員の支給率

（単位：月分）

　ク　特殊勤務手当

支給率計

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

24.586875 33.27075

２５年勤続
の者

住　居　手　当 同じ

通　勤　手　当 同じ

有

有

補正後

補正前

国の
制度

有

　ケ　その他の手当

区　　　　分 国の制度との異同

扶　養　手　当 同じ

支 給 総 額 に 対 す る 比 率 0.002%

支 給 対 象 職 員 の 比 率 1.1%

代表的な特殊勤務手当の名称
動物（犬、猫）の死体を処理する作業に従事する
職員の特殊勤務手当

支 給 対 象 職 員 数 89人

国の指定基準に基づく支給率 6%

＊2％～45％　加算

２０年勤続
の者

支 給 率 6%

　オ　期末手当・勤勉手当

職制上による段階、職務の
級等による加算措置

区　分

　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域 全地域

47.709

３５年勤続
の者

その他の加算措置等

＊2％～20％　加算

定年前早期退職特例措置
支給率等 47.709

区　分 最高限度

定年前早期退職特例措置

- 23 -


